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２００８年２月２５日

総務省総合通信基盤局

ブロードバンド競争政策の最近の動向

資料 2
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□新競争促進プログラム２０１０

□モバイルビジネス活性化プラン

□通信プラットフォームの連携強化

□インターネット政策の検討

□消費者保護策の強化

✔



2ブロードバンド化の進展状況
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光ファイバ（FTTH）
○加入契約数 ：10,518,659
○事業者数 ： 145社

無線（ＦＷＡ）
加入契約数 :12,451
事業者数 : 26社

ケーブルインターネット
○加入契約数 ： 3,748,618
○事業者数 ： 372社

ＤＳＬ
○加入契約数 ： 13,483,359
○事業者数 ： 47社

注：平成１６年６月末分より電気通信
事業報告規則の規定により報告を
受けた加入者数を、 それ以前は任

意の事業者から報告を受けた加入
者数を集計。

移動電話
(携帯電話+PHS)

固定電話(加入電話+ISDN)

ブロードバンド
(DSL+CATV+FTTH+無線)

ＩＰ電話

ブロードバンド加入契約数の推移 （07.9末現在、単位:万契約）

各種サービス加入契約数の推移（07.9末現在、単位:万契約）



3市場の統合化の進展

水平的な市場統合の進展 垂直的な市場統合の進展
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端 末
レイヤー

物 理 網
レイヤー

ｺﾝﾃﾝﾂ･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ
レイヤー

プラットフォーム
レイヤー

通信サービス
レイヤー

利用者（Ｍ２Ｍを含む）
水平的市場統合

垂
直
的
市
場
統
合

多様なｺﾝﾃﾝﾂ･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ
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の
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ス
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連携
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ユビキタスネットワーク

ネットワークの中立性と多様なビジネスモデルの創出
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5新競争促進プログラム２０１０策定に至る経緯

■世界最先端の通信・放送に係るインフラ・サービスの実現
「通信・放送の在り方に関する政府与党合意」に基づき、世界の状況を踏まえ、通信・放送分野の改革を推進する。

骨太方針（経済財政運営と構造改革に関する基本方針）
（０６年７月７日閣議決定）

■通信の競争促進
「新競争促進プログラム」を引き続き着実に推進する。NTT東西の次世代ネットワークに係る接続ルールの整備を含む公正競争ルールの整備、

販売奨励金の在り方を含む現行販売モデルの包括的見直し、MVNOの新規参入の促進などを含むモバイルビジネスの活性化策の展開等を図る。

ICT 改革促進プログラム
（０７年４月２０日）

■通信関連
公正競争ルールの整備等について、「ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方に関する懇談会」報告書を踏まえ、以下の点について検討し、
結論が得られたものから順次実施する。
➢固定電話に係る接続料の算定ルールの見直し
➢ＮＴＴ東西の次世代ネットワークに係る接続ルールの整備
➢指定電気通信設備制度等の見直し
➢その他公正競争確保のための競争ルールの整備

通信・放送分野の改革に関する工程プログラム
（０７年９月１日）

新競争促進プログラム２０１０
（０６年９月１９日）

■通信関連

高度で低廉な情報通信サービスを実現する観点から、ネットワークのオープン化など必要な公正競争ルールの整備等を図るとともに、ＮＴＴの
組織問題については、ブロードバンドの普及状況やＮＴＴの中期経営戦略の動向などを見極めた上で2010年の時点で検討を行い、その後速やか
に結論を得る。

通信放送の在り方に関する政府・与党合意
（０６年６月２０日）

０６年９月以降、各種研究会等において検討。



6新競争促進プログラム２０１０の改定

本プログラムのフォローアップ・改定（毎年１回）

✔進捗状況（プログレスレポート）を取りまとめ、情報通信審議会に報告・公表。
✔併せて、市場構造の変化が急速に進展すると見込まれることから、プログラムの見直し（リボルビング）を実施。

ブロードバンド市場全体の競争ルールの包括的見直しのためのロードマップ（２０１０年代初頭までに実施）

新競争促進プログラム
（０６年９月１９日）

１．設備競争の促進

２．指定電気通信設備制度（ドミナント規制）の見直し

３．ＮＴＴ東西の接続料の算定方法の見直し

４．移動通信市場における競争促進

５．料金政策の見直し

６．ユニバーサルサービス制度の見直し

７．ネットワークの中立性の在り方に関する検討

８．紛争処理機能の強化

９．市場退出ルールの見直し

10．競争ルールの一層の透明性の確保等

各事業者が自らネットワーク設備を敷設するための環境整備の推進

市場支配力を有する事業者への非対称規制の整備による公正競争環境の整備

他事業者に不可欠なＮＴＴ東西の地域網の接続料の算定方式の見直し

移動通信市場への新規参入の促進等を通じたモバイルビジネスの活性化

料金体系の複雑化、市場実勢の変化等を踏まえたプライスキャップ規制等の見直し

ブロードバンド時代に対応したユニバーサルサービス制度の見直し

ネットワークのＩＰ化に対応した政策課題の整理及び採るべき政策の方向性の検討

事後規制型行政への移行、市場のブロードバンド化に伴う紛争処理機能の在り方の再検討

事業者の市場退出等に対応し得る制度（債権保全制度）の整備

テレコム競争政策ポータルサイトの開設等、プログラムの進捗状況等に関する随時の情報提供

各施策の検討結果を踏まえ、具体的なルール整備等を実施。

プログレスレポート（第一次）及び新競争促進プログラム（改定）の公表
（０７年１０月２３日）
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□新競争促進プログラム２０１０

□モバイルビジネス活性化プラン

□通信プラットフォームの連携強化

□インターネット政策の検討

□消費者保護策の強化

✔



8携帯電話の加入契約数と増加率の推移

S63.12
ＩＤＯ（現ａｕ）参入

H6.4
端末売り切り
制度開始

H6.4
東京ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌｫﾝ（現
SBM)参入

H8.12
携帯新規加
入料の廃止

H8.12
移動体通信料
金届出制へ移
行

H11.2～
ﾌﾞﾗｳｻﾞﾌｫﾝ登場
iﾓｰﾄﾞ:H11.2
EZWeb:H11.4
J-SKY:H11.12

H12.11～
ｶﾒﾗ付き携帯登場
Jﾌｫﾝ:H12.11
ﾄﾞｺﾓ:H13.10
au:H14.4

H13.10～
3Gｻｰﾋﾞｽ開始
ﾄﾞｺﾓ:H13.10
au:H14.4
Jﾌｫﾝ:H14.12

H15.11～
ﾊﾟｹｯﾄ通信料
定額ｻｰﾋﾞｽ開始
au:H15.11
ﾄﾞｺﾓ:H16.6
ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ:H16.11

H18.10～
携帯番号ﾎﾟｰ
ﾀﾋﾞﾘﾃｨ制度開
始

H16.4～
料金・提供条
件のﾃﾞﾀﾘﾌ化
（届出不要）

S54.12
電電公社（NTT）自
動車電話開始

（万加入） （増加率（％））

(参考)H7.7
ＰＨＳ開始

H16.1
8000万加入突破

H12.3
5000万加入突破

(参考）H19.1
携帯＋ＰＨＳ １億加入突破

H17.12
9000万加入突破

H8.3
1000万加入突破

H19.12
携帯
１億加入突破



9オープン型モバイルビジネス環境

コンテンツ・アプリケーション
レイヤー

プラットフォーム
レイヤー

通信サービス
レイヤー

ネットワーク
レイヤー

端末
レイヤー

移動通信
サービス

垂直統合型
ビジネスモデル

の登場

移動通信
サービス

オープン型
モバイル

ビジネス環境

移動通信端末

利用者

コンテンツ
アプリケーション

多様なユビキタス端末
（情報家電を含む）

固定通信
サービス

多様な通信利用形態
（Ｍ２Ｍを含む）

コンテンツ
アプリケーション

ＦＭＣ

ユ
ビ
キ
タ
ス
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

ビジネスモデル1.0 ビジネスモデル2.0

ブロードバンド化
ＩＰ化

の進展
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通信料金【月額】

端末価格

端末販売奨励金

支払

ユーザー

通信料金【月額】

分離プラン
（端末料金と通信料金の分離）

端末料金【月額】
（端末販売奨励金相当分）

端末価格

会計整理において電
気通信事業の費用か

ら除外

期間付契約

■本来の端末価格に関
する情報の提供
（請求書等で明示）

■端末コスト負担の
不公平感の是正

■接続料・卸役務の原価
縮減によるＭＶＮＯの
新規参入の促進

■端末販売に係る収入と
費用の明確化（奨励金
の縮減圧力）

■SIMロック解除により
端末の多様化が進展

現行モデル 新モデル

モバイルビジネスにおける販売モデルの見直し

０８年度を目途に
部分導入

遅くとも２０１０年を目途に
総合的評価、本格導入に

向けた結論

■ＳＩＭロックについては、利用期間付契約の導入により実質的な意味がなくなる。
■しかし、３Ｇの方式の違い（W-CDMA【ドコモ/ソフトバンク】とcmda2000【au】）が存在し、現時点で解除すると競争を歪める可能性。
■ＳＩＭロックは原則解除が望ましい。今後のＢＷＡの進展や端末市場の動向を見て、２０１０年の時点で３．９Ｇや４Ｇを中心としてＳＩＭ
ロック解除を法制的に担保することについて最終的な結論を得る。

ユーザー

ＳＩＭロック解除の検討



11携帯電話各社の新料金プラン

ＮＴＴドコモ ａｕ（ＫＤＤＩ） ソフトバンクモバイル

バリューコース ベーシックコース シンプルコース フルサポートコース ホワイトプラン

主な特徴

端末代金は高い

（割賦あり）が、

基本使用料が

従来より安い

端末購入時に割引
(15,750円)がある一方、

基本使用料は

従来の水準

端末代金は高いが、

基本使用料が

従来より安い

端末購入時に割引(21,000
円)はある一方、

基本使用料は

従来の水準

端末代金は高い

（割賦あり）が、

基本使用料が

従来より安い

最低契約

期間
なし

２年間

（中途解約は解除料発生）
なし

２年間

（中途解約は解除料発生）
なし

料金プラン

新料金プラン（５プラン）

(現行プランから1,600円割
引)
タイプＳＳ：2,000円

タイプＬＬ：13,000円

現行料金プラン（５プラン）

タイプＳＳ：3,600円

タイプＬＬ：14,600円

新料金プラン（２プラン）

シンプルプランＬ：2,500円

(10円/分)
シンプルプランＳ：1,000円

(15円/30秒)

現行料金プラン（５プラン）

プランＳＳ：3,600円

プランＬＬ：15,000円

ホワイトプラン 980円

（通話料）

ソフトバンク携帯あて1～21時：無
料

ソフトバンク携帯あて21～1時

及び他社携帯宛て：21円/30秒

各種割引

・基本使用料割引適用

（ファミ割MAX50など）

・通話料割引適用

（ゆうゆうコールなど）

・基本使用料割引適用

（ファミ割MAX50など）

・通話料割引適用

（ゆうゆうコールなど）

※基本使用料割引適用なし

・通話料割引適用

（「指定割」、「家族割」など）

・基本使用料割引適用

（「誰でも割」など）

・通話料割引適用

（「指定割」、「家族割」など）

・Ｗホワイト（ﾎﾜｲﾄﾌﾟﾗﾝ＋定額料
(980円)で、通話料が半額

・ホワイト家族加入で、家族間通
話料２４時間無料

導入日 ０７年１１月２６日（なお、９０５ｉシリーズ以降） ０７年１１月１２日 ０７年１月１６日

（各社の報道発表等をもとに総務省まとめ）

～

～ ～
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電気通信事業

付帯事業
（端末販売を含む）

収入 費用

NW維持運営費

通信事業営業費

通信販売奨励金

端末販売奨励金

端末販売奨励金端末販売収入

通信事業収入

接続料・卸原
価

小売料金
原価

（現行） （現行）

（見直し後）

（見直し後）

電気通信事業会計における販売奨励金の取扱い

✔07年度中を目途に会計規則（損益計算
書等）を改正

✔運用方法については、別途行政当局が
基本的考え方（ガイドライン）を策定予定。
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新規市場の創出
経済の活性化

利用者
（多様なサービスを享受）

■ ＭＶＮＯ（Mobile Virtual Network Operator）は自らは無線設備を設置しないで通信サービスを提供。
■ ＭＮＯは単に通信サービスを提供する枠を越え、音楽・ゲーム配信などのコンテンツ・アプリケー

ションレイヤーへの進出、金融サービスとの連携など、垂直統合型のビジネスを展開。
■ ＭＶＮＯとして他業態から移動通信市場への参入を促し、新しいビジネスモデルの登場を期待。
■ ＭＮＯとＭＶＮＯとの”win-win”の関係を構築。

ＭＶＮＯの参入促進による新規市場の創出

ＭＮＯ
（既存の移動通信事業者）

ＭＶＮＯ

卸サービス・接続

付加価値

（サービス・端末）サ
ー
ビ
ス
提
供

ＭＮＯ
（既存の移動通信事業者）

ＭＶＮＯ
（様々な業態から参入）

ゲーム、電子マネー、その他

既存サービスとモバイルサービスの連携

サービスの多様化 新規市場の創出

MVNOの新規参入の促進による

移動通信市場の活性化（サービス多様化の実現）

年度内を目途に
ＭＶＮＯ事業化ガイドラインを再改定



14ＭＶＮＯの参入動向（一部）

ＭＮＯ

（回線提供元）
ＭＶＮＯ（サービス名） サービス概要（提供開始時期）

ＮＴＴドコモ 象印マホービン（みまもりほっとライン） ポットに無線通信機を内蔵、その情報を携帯電話やＰＣから確認可能

インターネットイニシアティブ（ＩＩＪモバイル）

（08年１月21日サービス開始）

法人向けモバイルブロードバンドサービス

（３G/HSDPA網を使った最大３．６Mbpsのモバイルデータ通信）

ＫＤＤＩ（ａｕ） いすゞ自動車（みまもりくんオンラインサービス） 車両からの運行データを収集、解析し、提供。最大４０％の燃料費削減、安全運行
を可能に。

日本緊急通報サービス（ＨＥＬＰＮＥＴ） 事故や急病時に車両の位置情報を発信

セコム（ココセコム） 基地局情報＋ＧＰＳ機能を活用して迷子やお年寄り、車両の位置情報を把握

トヨタ（Ｇ－ＢＯＯＫ） ①事故や急病時に車両の位置情報を発信

②オペレータによる目的地検索

③ハンズフリー電話 など

京セラコミュニケーションシステム（KWINS 3G） 専用カードによるデータ通信

ソフトバンク

モバイル

ウォルト・ディズニー（ディズニー・モバイル）

（08年３月からサービス開始予定）

ディズニーのブランド、コンテンツを活用した携帯電話サービス

イー・モバイル ＮＥＣビッグローブ（BIGLOBE高速モバイル）

（07年12月13日サービス開始）

BIGLOBE会員向け３．５Ｇ（ＨＳＤＰＡ）による下り最大3.6Mbpsの高速データ通信

ニフティ（@nifty Mobile BB)

（07年12月13日サービス開始）

＠nifty会員向け３．５G（ＨＳＤＰＡ）による下り最大3.6Mbpsの高速データ通信

ウィルコム 日本通信（b-mobile）、ニフティ（@nifty MobileP）等 専用ＰＨＳカード等によるデータ通信

ＣＳＣ（My Access） 監視カメラや玩具、センサーに組み込んでデータ収集、遠隔操作

ジュピターテレコム（J:COM MOBILE） 「ウィルコム定額プラン」の再販

ユビキたス（どこ・イルカ）、加藤電機（イルカーナ） 子供の位置情報把握

（各社のウェブページ等を基に作成）※赤字は最近の動向。



15MVNOの新規参入促進による市場拡大効果（試算）

端末市場規模 通信料＋付加収入規模
億円

億円

出所）野村総合研究所作成 モバイルビジネス研究会第１０回会合 資料１０－４

・ 2015年におけるMVNO関連の端末市場規模約5千億円、通信料並びにそれに付随す
る付加収入は合計約1兆6千億円



16MVNO事業化ガイドラインの再改定について

✔今後、 急速な技術革新等を踏まえ、ＭＶＮＯのビジネスモデルの多様化が期待されることを踏まえ、０５年６月ＭＶＮＯの関連法規（電気通信
事業法・電波法）の適用関係に関する「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」を策定。

ガイドラインの目的

１．ガイドラインの目的等
２．電気通信事業法に係る事項

（１）ＭＶＮＯの事業形態及び事業開始に必要な手続き
（２）ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の関係
（３）協議が整わなかった場合の手続き
（４）ＭＶＮＯによる端末の調達
（５）電気通信番号（電話番号）管理
（６）ＭＶＮＯと利用者との間の契約関係
（７）提供条件の説明及び苦情等の処理
（８）その他

３．電波法に係る事項
（１）事業開始の際に必要な手続き
（２）ＭＶＮＯとＭＮＯの関係

４．ローミングに係る事項（電気通信事業法及び電波法）
５．見直し

ガイドラインの改定（０７年２月）
✔ガイドラインの対象とするＭＶＮＯ等の事業範囲として、ＭＶＮＯ及びＭＮ

Ｏに加え、ＭＶＮＥ(Mobile Virtual Network Enabler)についても定義。

✔ＭＮＯとＭＶＮＯの関係は、卸電気通信役務の提供又は事業者間接続
のいずれの形態も可能（当事者間で選択）である旨を明確化。

✔ＭＮＯが接続に応じる必要がない場合を具体的に列挙。
●ＭＮＯの電気通信役務の円滑な提供に支障が生じるおそれがある場合（☞接続申

込みに応じる結果、周波数不足等により当該ＭＮＯの利用者への役務提供に支障
を来すおそれがあると認められる合理的な理由がある場合）

●接続がＭＮＯの利益を不当の害するおそれがある場合
●ＭＶＮＯが接続に関し負担すべき金額の支払いを怠たるおそれ等がある場合
●接続に応じるための回線設備の改修等が技術的・経済的に著しく困難な場合
【注】ＭＮＯとＭＶＮＯの関係に照らし、具体的な拒否可能な事例を明示。

✔ＭＶＮＯの使用に係る周波数についてもＭＮＯの利用として扱われる
旨を明確化。

✔卸役務提供・接続の２つの形態に係るＭＮＯとＭＶＮＯとの間の紛争
処理手続き（あっせん・仲裁・裁定等）について、具体的手続きを整理。

（注）赤字部分が改定を行なった箇所。

✔「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」について、ＭＮＯコンタクトポイントの明確化、ＭＮＯによる事業計画の聴取範囲の明確化、ＭＮＯとＭＶＮＯとの間に
おける事業者間接続等に関する法制上の解釈の具体化等を図る観点から、２００７年度中にその見直しを実施。

モバイルビジネス活性化プラン（０７年９月）

提案募集（０７年１１月２７日～０８年１月１１日） 再改定案について意見募集 ０８年３月までにガイドライン再改定

✔日本通信とＮＴＴドコモとの紛争事案に係る裁定内容を「ＭＶＮＯ
事業化ガイドライン」に反映させること等を総務大臣に対し勧告。

紛争処理委勧告（ＭＶＮＯ参入促進のための環境整備）（０７年１１月）

ガイドラインの再改定（０７年度中）
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事業法審査基準の改正等を実施。

■電気通信事業の健全な発展と円滑な運営への寄与に関する事項
本開設指針に基づく開設計画の認定を受けていない電気通信事業者による無線設備の利用を促進する

ための計画を有すること

広帯域移動無線（２．５ＧＨｚ帯）に係る電気通信事業法に基づく登録

広帯域移動無線（２．５ＧＨｚ帯）に係る認定要件

開設指針

認定事業者は電気通信事業法に基づく登録（または変更登録）が必要。

登録（または変更登録）において、上記の開設計画の履行を担保するための条件を付す。

１月 ２月 ３月

審査基準、施行規則
及び

報告規則の改正案
の公表。

意見招請 意見等を踏まえて
確定、施行。

登 録

ＭＶＮＯの受入れ計画の提示



18フェムトセル基地局に関する法制上の取扱いの明確化

フェムトセル基地局

固定ブロードバンド回線

携帯電話コアネットワーク

ＩＰ網

ネットワーク
コントローラ

携帯電話

超小型（電力：平均２０ｍW以下）
の基地局設備

■フェムトセルとは、携帯電話の基地局を小型化したもので、取扱いが簡易であり、かつ宅内等への設置が可能。

✔携帯電話等の不感地帯の解消に効果（設置・運用が容易）。
✔従来よりも高速のデータ伝送サービスが可能（基地局当たりの収容人数は数名程度）。
✔同一端末によるFMC（Fixed Mobile Convergence : 固定通信と移動通信の一体的サービス）型のサービスの実現が可能。

導入により期待される効果

■フェムトセル基地局の導入促進を図るため、①現行規制の緩和、②適用される規律の運用方針の明確化を実施。

「フェムトセル基地局の活用に向けた電波法及び電気通信事業法関係法令に関する取扱い方針」を策定。

（参考）モバイルビジネス活性化プラン（０７年９月、抜粋）

“フェムトセルの導入に係る法制上の取扱いについて、０７年度末を目途に一定の結論を得る。”
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（以下の制度整備に向けて準備）

１．移設・復旧のための簡易の操作によるフェムトセル基地局
の運用を、免許人以外の者が行うことができるようにするた
めの手続を整備。
（☞電波法改正（※））

２．免許人が免許人以外の者にフェムトセル基地局を運用させ
る場合の、 無線局の免許人の監督責任と無線局の運用を
行う者の運用責任を明確化。
（☞電波法改正（※）及び省令等の整備）

３．フェムトセル基地局について設置場所の範囲を柔軟化。
また、移設・復旧のための簡易な操作を主任無線従事者に

よる監督を受けることなく無線従事者以外の者が行うことを
可能とするための関連法規の整備。
（☞省令等の整備）

４．上記の制度整備に併せて技術基準の改正等を実施。
（☞省令等の整備）

（※）電波法改正法案は今通常国会に提出予定。

（事業法関係法令の適用関係等を明確化）
（事業用電気通信設備とする形態）
１．回線利用関係

➢フェムトセル基地局とｺｱﾈｯﾄﾜｰｸを接続するために利用者契
約回線及び既設宅内回線を利用する形態は、事業法上禁止
されない。

２．技術基準関係
①通話品質、セキュリティ機能等

➢通常の基地局方式の場合と同等。
②予備機器、耐震対策、停電対策等

➢宅内（建物内）等に設置する場合は、予備機器等に係る義務
規定は適用除外。

➢予備電源の設置が不要となる場合を拡大
（☞別途、意見募集）

③緊急通報位置情報通知
通常の基地局の場合と同様に、位置情報通知の確保が必要。

３．その他
➢090/080番号の利用が可能。
➢携帯電話事業者（禁止行為規定が適用されるドミナント事業

者）は、技術面での合理的な理由なく、フェムトセルと接続す
るブロー ドバンド回線を特定の電気通信事業者のものに限定
する等不当な差別的取扱は不可。

➢不特定多数がフェムトセル基地局を利用する場合、第三者利
用が禁止されていない等、ＩＳＰの利用規約に適合する必要。

（利用者の設備とする形態）
今後、技術基準の改正等を実施し、売切り制を実現。

電波法令関係 電気通信事業法令関係

取扱方針（案）の概要

参 考 ２月６日（水）に取扱方針（案）を公表。意見招請手続きを経て、０７年度中に確定。
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■民間団体の実施する携帯電話販売員に係る検定試験について、公正中立に実施される場合、総務省がこれを後援。
■販売員の資質向上を図り、消費者が携帯電話サービス等の契約の際、正確な情報に基づく選択を可能とする事を支援。

携帯電話サービス等の販売員等に係る検定試験に対する総務省後援の運用方針の策定

総務省後援の目的

検定試験に係る総務省後援のイメージ

○ ０８年１月２２日～２月８日 運用方針（案）について意見招請
○ ０８年２月２５日 運用方針の公表 （☞検定試験に対する総務省後援申請の受付開始）

経緯

消費者

販売員
説明員

販売代理店等検定試験
主催団体

総務省

総務省後援 消費者

販売員の資質向上
・消費者への正確な情

報の提供

２．具体的施策
(3)モバイルビジネスの活性化に向けた市場環境整備の推進

(c)消費者保護の在り方に関する多角的検討

サービスの多様化等に対応した消費者保護策の拡充を図る観点から、（中略）携帯端末にかかる販売代理店等の販売員の資質向上を図るため
の資格認定制度の検討その他の消費者保護策の在り方に関する多角的検討を2007年度中に開始し、2008年中を目途に結論を得る。

（参考）モバイルビジネス活性化プラン（０７年９月、抜粋）

○検定試験の内容(特定の事業者等に偏らない)
・携帯電話サービスに関する基礎的な知識
・携帯電話端末等の機能に関する基礎的な知識
・各種アプリケーションやコンテンツに関する基礎的な知識
・迷惑電話・迷惑メール対策、フィルタリングサービスの利

用方法、使用済み携帯電話の回収等、携帯電話サービス等を
安心・安全に利用する等のための基礎的な知識

・使用済み携帯電話の回収に関する基礎的な知識

検定試験実施

消費者が携帯電
話サービス等を
選択

今回、運用方針を
策定・公表。

携帯電話
サービス等
の複雑化



21モバイルビジネス活性化プラン評価会議

モバイルビジネス活性化プラン（０７年９月）

モバイルビジネス活性化プラン評価委員会

モバイルビジネス活性化プランの進捗状況等についてフォローアップを行なうことを目
的として開催。

１）活性化プランの各項目に係る市場動向、政策展開の現状等について意見交換
（必要に応じて、関係事業者等からヒアリング等も実施）。

２）上記１を踏まえ、必要に応じて政策展開の方向性について提言等を行なう。

■モバイルビジネスにおける販売モデルの見直し

■ＭＶＮＯの新規参入の促進

■モバイルビジネスの活性化に向けた市場環境整備の推進

斎藤 忠夫 東京大学名誉教授

佐藤 治正 甲南大学経済学部教授

高橋 伸子 生活経済ジャーナリスト

篠崎 彰彦 九州大学経済学研究科教授

関口 博正 神奈川大学経営学部准教授

津坂 徹郎 リーマンブラザーズ証券シニアアナリスト

野原 佐和子 イプシ・マーケティング研究所代表取締役社長

泉水 文雄 神戸大学法学部教授

飯塚 周一 情報流通ビジネス研究所所長

石渡 昭好 ガートナージャパンテレコムネットワーキング担当主席アナリスト

北 俊一 野村総合研究所上級コンサルタント

松本 恒雄 一橋大学大学院法学研究科教授（消費者政策）

評価委員会構成員

（概ね四半期に１回程度開催, 第１回は３月６日）

（新競争促進プログラムの一部として、原則として毎年１回見直すとともに、プログレスレポートを公表。）

本活性化プランについては、学識経験者
等で構成する「モバイルビジネス活性化
プラン評価会議」を定期的に開催し、
その進捗状況等について検証する。

また、モバイルビジネスを取り巻く市場
環境が急速に変化していることにかんが
み、市場実勢に則した施策展開を確保す
る観点から、本活性化プランについては
評価会議の審議を経て、原則として毎年
１回見直しを行なうこととする。

モバイルビジネス活性化プラン（抜粋）
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□新競争促進プログラム２０１０

□モバイルビジネス活性化プラン

□通信プラットフォームの連携強化

□インターネット政策の検討

□消費者保護策の強化

✔



23通信プラットフォーム研究会

開催目的

ブロードバンド化やＩＰ化の進展に伴い、コンテンツ・アプリケーションをブロードバンド網で円滑に流通させる上で必要不可
欠な認証・課金等のプラットフォーム機能の連携強化を図り、新事業の創出を促進するための市場環境整備のための課題
整理と今後の政策の方向性を検討することを目的として開催する。

新競争促進プログラム２０１０（０７年１０月改定）
固定通信・移動通信の別を問わず、認証・課金、ＱｏＳ制御、デジタル著作権管理等のプラットフォーム機能の連携を図り、新事業の創出を促進す
る観点から、ユーザーＩＤ等を含むプラットフォーム機能の利活用等について、０７年度中に新たな検討の場を設置し、０８年中を目途に取りまとめ
を行なう。その際、携帯端末のＡＰＩ(Application Programming Interface)のオープン性の確保の在り方についても併せて検討する。



24プラットフォームの連携強化により期待される効果

○ 一般に、プラットフォーム連携に期待される効果としては、例えば次のようなものが挙げられる。

① 経済性の向上 ･･･規模の経済、範囲の経済

② イノベーションの促進 ･･･新事業・新サービス創出

③ 公正競争の確保 ･･･消費者の費用低下、競争環境向上

④ 消費者利便の向上 ･･･ネットワーク効果

【①経済性の向上】
• ネットワークに接続された多数の利用者を獲得することによる

費用低下（規模の経済）
• 異なる事業領域を獲得することによる多角化（範囲の経済）

【②イノベーションの促進】
• プラットフォームへのアクセスのオープン性が高まれば、小規

模なコンテンツ・アプリケーション事業者であっても得意領域
に集中することが可能

• 新規事業創出・ビジネスモデル多様化等が促進

【③公正競争の確保】
• 利用者の乗換費用（スイッチングコスト）が低下
• コンテンツ・アプリケーション分野の公平な競争環境の実現に貢

献
• 事業者間の公正な競争を確保

【④消費者利便の向上】
• 同じサービスを利用する消費者の数が増加

• コンテンツ・アプリケーションの多様性の拡大やサポートの充実な
どを通じ、消費者の利便が向上する（ネットワーク効果）

コンテンツ
サービス

コンテンツ
サービス

･･･

ＰＦ共通化
で利用者拡
大

ＰＦを利用し、小規
模事業者も創意工
夫が可能

消費者が利用
可能なサービ
スが拡大

乗換の負担と
なる費用が低
下



25通信プラットフォーム研究会の検討スケジュール

８月２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ９月 １０月 １１月 １２月

第１回
・現状と課題
・検討アジェンダ（案）

第２～５回
・オブザーバのプレ

ゼンに基づく自由
討議

第７回
・主要論点の整理

第８回
・報告書案

第９回
・報告書

取りまとめ

提案募集

（07年10～11月）

競争評価
“プラットフォーム

機能が競争に及ぼ
す影響に関する

分析“

６月
最終取りまとめ

意見招請

オブザーバが参画

第６回
・自由討議

（注）必要に応じて夏時点で中間的な取りまとめを行なう。

“インターネット
政策懇談会“

の開催

２月
中間取りまとめ

２月
第１回会合

１０月
報告書案の公表

１２月
報告書

意見招請
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□新競争促進プログラム２０１０

□モバイルビジネス活性化プラン

□通信プラットフォームの連携強化

□インターネット政策の検討

□消費者保護策の強化

✔



27我が国のインターネットトラフィックの推移

269.4Gbps (2004.9)

303.2Gbps (2004.10)

323.6Gbps (2004.11)

721.7Gbps (2007.5)

636.6Gbps (2006.11)

523.6Gbps (2006.5)

468.0Gbps (2005.11)

424.5Gbps (2005.5)

812.9Gbps
(2007.11)
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1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

(Gbps)

協力ISP6社の国内主要IXで
交換されるトラヒック〔B1,Out〕

（参考）国内主要IXで交換
されるトラヒックピーク値** 

国内主要IXで交換される

平均トラヒック〔C〕**

協力ISP6社のブロードバンド
契約者のトラヒック〔A1,Out〕

わが国のブロードバ
ンド契約者のダウン
ロードトラヒック総量

（推定値）

* １日の平均トラヒックの月平均

わが国のインターネットトラヒックの推移（平均）

** 2007年6月の国内主要IXで交換
されるトラヒックの集計値について
はデータに欠落があったため除外

○ 我が国のインターネットを流通するトラヒックの規模は800Gbps相当となり、3年で約2.5倍の伸び。

（出典）総務省 「我が国のインターネットにおけるトラヒック総量の把握」（08年2月）
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P2P (Peer to Peer)モデルの例
（コンテンツ配信）

認証、コンテンツの所在管理等を行うサーバと、ピア(ユーザ)で構成。

ピアはサーバにコンテンツの所在を問い合わせ、コンテンツデータの送受信はピ
ア間で行う。

クライアントサーバ(Client-Server)モデルの例

認証、コンテンツ配信等を行うサーバとクライアント(ユーザ)で構成。

コンテンツの内容が同じでも、同一サーバが同内容のコンテンツを送信。

人気のあるコンテンツの同時視聴が増えると、
・サーバへの要求が増え、サーバは負荷が増加。
・サーバ近傍のネットワークに回線渋滞が発生する。

人気のあるコンテンツの同時視聴が増えても、
・サーバはコンテンツを配信しないため、負荷状態の増加は少ない。
・ネットワーク特定箇所への集中的負荷は発生しにくい。

サーバ

クライアント

アクセス集中!!

サーバへの負荷 大 !!

ネットワークの特定箇所
への負荷集中 大 !!

サーバ

ピア

コンテンツ自体はサーバを介さない

コンテンツの所在問合せ

データ転送

ネットワークの特定箇所
への負荷集中がない

P2Pは、不特定多数のコンピュータ（＝Peer）が相互に接続され、接続されたコンピュータ同士がサーバとしてもクライアン
トとしても働いて、ファイルなどの情報を直接、利用者間でやり取りするネットワークの利用形態。
分散所在する無数のPeerの力を一つに束ねるシステム。

Ｐ２Ｐ（Peer to Peer） とは



29時間帯別のトラフィックの推移（ある大手プロバイダーの例）

download

upload

帯域占有率が
９０％近くに

達している場合が
発生

時間に依存する
ことなく、Ｐ２Ｐの
占める比率が

上昇
帯域占有率は

上りでも８０％を
上回る場合が

発生
“上り”では“下り”
以上にＰ２Ｐの
占める比率が

高い状況
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１０％のユーザが６０～９０％のトラフィックを占有

Ｐ２Ｐユーザ（※）の上位１０％で６０％以上のトラフィックを占有

測定：2003/6/30 12:00～2003/7/1 11:59

ヘビーユーザと一般ユーザでは使用帯域が大幅に違う

総トラフィックにおけるユーザの分布状況

（注）ぷららネットワークスは２００３年１１月からＰ２Ｐ帯域制御を行って
いるため、制御を行わない状況下のデータとして発表しているのは
２００３年時のものが最新。

P2Pユーザーのトラフィック利用状況

（注）総務省「ネットワークの中立性に関する懇談会」第４回P2P作業部会資料
（ぷららネットワークス提供）（P７１）（一部抜粋）

（※）“P2Pユーザ”とは２４時間以内にP2Pトラフィックが１Mbyte以上あったユーザとして測定。



31インターネット政策懇談会

開催目的

インターネットは社会経済活動に不可欠な基盤インフラとして位置付けられるようになっているが、ネットワーク構造や市
場環境が大きく変化する中、利用者はもとより、通信事業者、ベンダー、ＩＳＰ、コンテンツ・アプリケーション事業者など、多
様なステークホールダの多角的な観点から、ネットワークの中立性を確保し、インターネットの健全な発展を図るための政
策課題を抽出・整理し、今後の政策の方向性を整理することを目的として、本懇談会を開催する。

新競争促進プログラム２０１０（０７年１０月改定）

➢ネットワークの中立性の確保に向けた環境整備

ＩＰ化が進展する中、ネットワークの利用の公平性（通信レイヤーの他のレイヤーに対する中立性）やネットワークのコスト負担の公平性（通信網
増強のためのコストシェアリングモデルの中立性）といった、いわゆるネットワークの中立性の在り方について検討を行なう。

このため、「ネットワークの中立性に関する懇談会」報告書（０７年９月）を踏まえ、ネットワークの中立性を巡る諸課題について、引き続き、以下
の検討を行なう。

(b)ネットワークの中立性と競争モデルの在り方に関する検討

従来と異なる収益モデルを有するビジネスモデルの登場、インターネットのボーダーレス化が競争環境に及ぼす影響、これに関連するインター
ネットガバナンスの在り方、ＩＰｖ４からＩＰｖ６への移行に伴う市場環境整備の在り方、地方におけるＩＳＰやＣＡＴＶ事業者等のビジネス展開の方向性
など、ネットワーク構造や市場環境が大きく変わる中にあって、ネットワークの中立性と競争モデルの在り方に関連する広範にわたる中期的な政
策課題を抽出・整理することを目的として、０７年度中に新たな検討の場を設置し、０８年中を目途に一定の結論を得る。（以下略）

ネットワークの中立性
に関する懇談会

（０６年１１月～０７年９月）

新競争促進プログラム
２０１０

（０７年１０月改定）

インターネット政策
懇談会

（０８年２月～１２月（目途））



32Ｐ２Ｐの積極的活用によるネットワーク混雑の解消

■技術革新等でトラフィックの増分コストを回収可能かどうかは不透明。

■トラフィックの急増（ネットワークの混雑）に対処していくためには、端末とネットワーク

がダイナミックに連携しつつ、波動性のあるトラフィックを柔軟に吸収していくことが必

要（☞ネットワークのスケーラビリティの確保）。

■P2Pによるトラフィックの分散の手法について、産学官が一体となった実証実験を行

い、Ｐ２Ｐのもつプラスの面の活用（マイナス面の抑制）を進めるための技術的・社会

的なシステムの在り方について、具体的に検討を推進。

■P2Pが持っている配信効率化の効用を最大限活かしていくことを前提として、現行の

Ｃ／Ｓ型モデルやＣＤＮの活用など、トラフィックの動向やコスト面への配慮を行いつ

つ、特定の技術に偏ることなく、柔軟な配信形態が取捨選択される形が実現すること

が望ましい。

（出典）総務省「ネットワークの中立性に関する懇談会」報告書（０７年９月）



33ネットワークの中立性に関する懇談会報告書（07年９月）の概要

ネットワークの中立性(network neutrality)を確保するための三原則-----ブロードバンド政策における基本的認識

「自律・分散・協調」を基本精神とするインターネットの潜在能力が最大限発揮され、インターネットを利用するすべてのステークホールダにとっての利益の最大化が図ら
れることが必要であり、

１）消費者がネットワーク（ＩＰ網）を柔軟に利用して、コンテンツ・アプリケーションレイヤーに自由にアクセス可能であること
２）消費者が技術基準に合致した端末をネットワーク（ＩＰ網）に自由に接続し、端末間の通信を柔軟に行なうことが可能であること
３）消費者が通信レイヤー及びプラットフォームレイヤーを適正な対価で公平に利用可能であること

という３つの要件を基本原則とし、当該要件に合致したネットワークが維持・運営されている場合、ネットワークの中立性が確保されている。

次世代ネットワーク（高信頼性・一体性）とインターネット（自律性等）の並存
--- ネットワークの選択の自由 ---

ネットワークのコスト負担の公平性 ネットワークの利用の公平性

ネットワーク混雑の顕在化（２年で２倍の増加）

Ｐ２Ｐの積極的活用による
ネット混雑の緩和

帯域制御に関するガイドライン（仮称）
の策定

以下の点について検討
✔オープン化の対象範囲
✔接続料の算定方法
✔接続に要する期間
✔その他（映像配信プラットフォーム

のオープン化、固定網と移動網の
円滑な連携）

トラフィックの波動性を柔軟に吸収できる
スケーラブルネットワークの構築が必要

ネットワーク増強に係るコストシェアリングモデルの確立の必要性

■ヘビーユーザに対する追加課金の是非（☞競争阻害的要素はないものの、
合理的な料金格差の在り方等について要検討）

■コンテンツプロバイダに対する追加課金の是非（☞市場メカニズムの中で決定）
■上位ＩＳＰと下位ＩＳＰとの間のコスト負担（☞市場メカニズムが機能しない可能性）

Ｐ２Ｐによるトラフィック分散に関する
技術的・社会的な実験

帯域制御の在り方について一定の基準
を設けることが必要

競争阻害の回避、通信の秘密への
配慮、利用者への情報提供の確保等

帯域制御の在り方について一定の基準
を設けることが必要

次世代ネットワークの構築 市場の統合化の進展

ＮＴＴ東西の次世代ネットワーク
に係る接続ルールの策定

市場の統合化等に対応した
ドミナント規制の見直し

市場支配力の濫用防止（水平的・垂直的な公正競争の確保）の必要性

速やかに接続ルールの在り方
について検討に着手

以下の点について検討
✔市場支配力の認定基準の見直し
✔複数の市場に係る市場支配力の濫用

防止（共同的市場支配力、市場支配力
の隣接市場へのレバレッジ）

✔ドミナント事業者及びこれと資本関係を
有する者との共同的市場支配力の濫
用防止のための仕組みの確立

✔競争評価の活用

ドミナント規制の見直しに向け、
具体的な検討に着手
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ネットワークの中立性

ネットワークのコスト負担
の公平性

ネットワークの利用
の公平性

ＮＴＴ東西のＮＧＮ接続ルール
の検討（情報通信審議会）

（０８年３月目途答申）

ドミナント規制の見直し
別途検討を行い、

０８年中を目途に結論

その他の検討課題

アクセス網の多様化推進

新しいビジネスモデルの
登場に対応した
法体系の見直し

プラットフォーム機能の
連携強化

“通信プラットフォーム研究会”
で検討（０８年中目途）

ＩＰｖ６への移行が市場構造
に与える影響の検証

Ｐ２Ｐコンテンツ配信実験
（～０８年度）

帯域制御ガイドラインの策定
（０８年春目途）

ＣＡＴＶの高度化方策

責任分担モデルの在り方

新たなビジネスモデルの登場
（広告モデル、コミュニティ型等）

への対応策

インターネットのボーダーレス化に
対応した競争ルールの在り方

ＩＳＰ事業の展開方策

インターネットガバナンスの在り方

コンテンツ配信の円滑化に向けた
環境整備の在り方

ネット混雑へのその他の対応策
の検討

インターネット政策懇談会における主要検討項目（案）

ネットワークの中立性に関する懇談会
（フェーズ１）

インターネット政策懇談会
（フェーズ２）

検討のフォローアップ
（新たな課題の抽出・整理）

一
体
的
な
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
政
策
の
検
討



35インターネット政策懇談会の検討スケジュール（案）

８月２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ９月 １０月 １１月 １２月

第１回（２月２６日）
・現状と課題
・検討アジェンダ（案）

第２～６回
・オブザーバのプレ

ゼンに基づく自由
討議

第７回
・主要論点の整理

第８回
・報告書案

第９回
・報告書取りまとめ

研究会 検討スケジュール

意見招請

オブザーバが参画

関連する動き

０８年春（目途）
帯域制御ガイドライン

の策定・公表

０８年３月（目途）
インターネットの円滑な

ＩＰｖ６移行
に関する調査研究会

報告書

０８年夏（目途）
責任分担モデルの

検討結果
（次世代ＩＰネットワーク

推進フォーラム）

０８年度中
Ｐ２Ｐネットワーク

実験協議会
（検証結果取りまとめ）

０８年１１月（目途）
通信プラットフォーム

研究会
（報告書取りまとめ）

作業部会B

検 討
検討結果の反映

（注）その他必要に応じて
作業部会を設置することも
あり得る。

検討結果の反映

提案募集

（適宜、本懇談会の議論に反映）

作業部会A

検 討
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○ 次世代ネットワーク（ＮＧＮ）は、現在の電話網に代わるオールＩＰネットワーク。電話網が有する高い信頼性とインター
ネットが有する柔軟性の両立を基本理念としている。各国の通信会社が構築を計画。

○ ＮＧＮでは、「最優先」、「高優先」、「優先」、「ベストエフォート」のクラスごとに通信会社が通信品質を保証。安定的かつ
安全に超高速ブロードバンドサービスを利用可能。

○ ＮＴＴ東西は、０７年度中にＮＧＮの商用サービスを開始予定。今後の我が国の通信網全体の中で基幹的な役割を果た
すものになると見込まれている。

次世代ネットワーク（NGN）の概要

(Application Server-Network Interface)

( User-Network Interface)

( Network-Network Interface)

現時点では
実装を計画
していない。



37ＮＴＴ東西のＮＧＮサービスについて

県
内

県
間

フレッツサービス ＮＧＮサービス

広
域
イ
ー
サ
ネ
ッ
ト

新サービス

公正競争の確保

■ 認可条件

（他事業者との公平
な取扱い等）

■ 接続ルールの整備

（市場実態に即した
段階的な整備）

（現行） （０７年度中に商用サービス開始予定）

注）イーサネット ：企業の拠点間等の通信のために、専用ネットワークを構築するサービス。
ＶＰＮ ：企業の拠点間等の通信のために、ＩＰ通信網を利用して仮想的な専用ネットワークを構築するサービス。
ユニキャスト通信 ：映像・データを送信する１対１の通信サービス。
マルチキャスト通信：同じ映像・データを同時に送信する１対多の通信サービス。
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光
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ト
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ス
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ス
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Ｐ
Ｎ
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話
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ト
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信
（
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再
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け
）
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型
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信
（
Ｖ
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Ｄ
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ス
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け
）

高
品
質
光
Ｉ
Ｐ
電
話
（
高
音
質
電
話
・
高
画
質
Ｔ
Ｖ
電
話
）

認可
（2/25）
柔軟な事業

展開を認める
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B

D

C

X

ネットワーク品質
は網により異なる

ＩＰによる相互接続

セキュリティや認証は
アプリケーション毎に
対応

ネットワーク基盤
（転送機能）

セッション
制御

認証・
セキュリティ 課金管理

プラットフォーム／サービス基盤
（サービス付与機能）

アプリケーション機能

エッジノード

コアノード

光アクセス その他のアクセス無線アクセス

アプリケーション・サーバー等

コンテンツ
配信

テレビ
電話 ･･･････

コア網

アクセス網

連携

連携

次世代ネットワーク インターネット

ユビキタスネットワーク

情報家電テレビ固定電話携帯電話パソコン

E

A

Tier 1

連携



39ＮＴＴ東西の活用業務認可（業務範囲拡大）について

ＮＴＴ東西のＮＧＮサービスに係る活用業務認可

(1) ＮＴＴ法

平成１３年の法改正により、ＮＴＴ東日本・西日本は、地域電気通信業務等に加えて、一定の要件を満たせば、総務大臣の認可を受
けて、地域電気通信業務等を営むために保有する設備・技術・職員を活用して行う業務（＝活用業務）を営むことが可能となったもの。

(2) 「東・西ＮＴＴの業務範囲拡大に係る公正競争ガイドライン」（活用業務認可ガイドライン）
ＮＴＴ法の認可に係る行政手続の運用方針を明確化するもの。（０１年１２月策定、０７年７月改正）

※認可の要件

① 地域電気通信業務等の円滑な遂行に支障を及ぼすおそれがないこと。
② 電気通信事業の公正な競争の確保に支障を及ぼすおそれがないこと。

ＮＴＴ東日本・西日本の
県間通信業務への進出

【認可条件】

① ＮＧＮの技術的要件について、可能な限り国際的な標準化動向と整合的なものとする。

② 加入電話の契約に関して得た情報を用いてＮＧＮサービスの営業活動を行わない。※

③ 自己の関係会社とコンテンツ事業者・ＩＳＰとを公平に取り扱う。

④ ＩＰ電話サービスの間の番号ポータビリティの実現性を検討・報告する。

⑤ 県間伝送路について、オープンな利用や、公平・透明な調達手続を確保する。※

⑥ 東西間の技術的取決めが、他事業者との接続に支障を及ぼすものとならないことを確保する。※

⑦ 技術的インターフェース等の共通化等について検討を行う。

⑧ 新たな県間のサービスを提供する場合には、改めて活用業務の認可申請を行う。※

以上の８項目の公正競争確保のための条件を付した上で認可する方針。
（※印の条件は、これまでの活用業務（フレッツサービス等）の際の認可条件と同じもの）

ＮＴＴ東西の申請を認可（０８年２月２５日）



40ＮＧＮの接続ルール案について

■ＮＧＮの接続ルールは、電気通信事業法に基づき、ボトルネック設備を保有する事業者のネットワークのオープン化等について公正競争

確保のためのルールとして整備するもの。０７年１０月から情報通信審議会に諮問・審議し、答申案が０８年１月末からパブコメ中。

１．接続ルールの対象範囲について

２．接続料設定（アンバンドル）の範囲について

３．加入光ファイバにおける分岐端末回線単位の接続料設定について

■ＮＴＴ東西のサービスシェアは、増加傾向にあり、ＦＴＴＨサービスで７０％、０ＡＢ～ＪＩＰ電話で７５％を超えている状況。

■このような状況を踏まえれば、多種多様な事業者が、ＮＧＮ、ひかり電話網や地域ＩＰ網に接続してサービス提供することを可能とするこ

とは利用者利便の向上等を図る観点から必要不可欠であるため、ＮＧＮ等は、基本的な接続ルール（接続の条件、接続に関する技術

的条件の開示等）の対象とする。

■既存サービスを提供するための機能（フレッツサービス等）については、従来と同様、大括りに接続料を設定。

■他方、ＮＧＮ固有の新規の機能（帯域制御機能等）については、他事業者による具体的な利用形態等が明確でない段階では将来に

現れるサービスの芽を事前に摘まないように抑制的に対応することが必要なため、接続料の設定は行わない。

■なお、接続料設定の要否は、０７年度から運用を開始している競争セーフガード制度の検証対象に追加し、毎年度定期的に検証。

■「設備（ＯＳＵ）を共用して接続料設定をする案」、「設

備（ＯＳＵ）を共用せずに接続料設定をする案」等を

列挙しているが、いずれにせよ、パブコメの結果等を

踏まえて、改めて整理することとしている。

※OSU (Optical Subscriber Ｕｎｉｔ)：光信号伝送装置
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過去の公正競争要件等
（ＮＴＴ再編成時など）

競争セーフガード制度の整備
「競争促進プログラム２０１０」（０６年９月）
“０６年度中に運用ガイドラインを策定”

・市場実態に対応した
公正競争を確保

・ブロードバンド市場
の健全な発展を実現

電気通信事業法
に基づく

ドミナント規制

NTTグループに係る
現行の公正競争要件

現行の公正競争要件を
定期的に検証する仕組みが必要

（現在は必要に応じて検証）

市場環境の変化
・ＰＳＴＮからＩＰ網への移行

・市場統合の進展等

スケジュール

０７年４月１８日 運用ガイドライン策定・公表

０７年度から運用開始（毎年実施）
✔ ７月２０日～８月２２日 意見募集の実施（１か月）
✔ ８月２４日～９月１４日 リプライコメントの実施（３週間）
✔ １２月７日～１月１７日 検証結果案の公表→意見募集の実施
✔ ０８年２月１８日 検証結果の公表

（同日、ＮＴＴ東西に対して行政指導⇒年度内に報告）

競争セーフガード制度の概要



42競争セーフガード制度に基づく検証結果（０８年２月公表）

接続の業務に関して得た情報
の自社ＦＴＴＨサービス勧誘等
への利用

ＮＴＴ東西が作成するツール
や県域等子会社（※）の営業
活動におけるＯＣＮの優先的
な取扱いの懸念

情報の目的外利用の防止等について周知・徹底を改めて要請

ＮＴＴ東西・県域等子会社の営業活動におけるＯＣＮとその他の
プロバイダーの取扱いについて実質的な同等性を確保するよう
改めて要請

県域等子会社によるＮＴＴドコ
モ商品の販売

ＮＴＴ東西・ＮＴＴドコモのそれぞれからの受託業務に係る情報の
目的外利用の防止等について県域等子会社への周知・徹底を
図るよう改めて要請

県域等子会社の役員とＮＴＴ
東西の役員等との兼務

ＮＴＴ東西と県域等子会社の経営が実質的に一体となっている
おそれがあることから、公正競争確保上の問題が発生しないか
引き続き注視（役員兼任の実態について報告）

※ 県域等子会社･･･都道府県域ごとに設立されているＮＴＴの100％子会社（NTT東21社、NTT西16社）。ＮＴＴ東西から業務を
受託して、ＮＴＴ東西のサービスについて注文受付、設備工事、営業等を行っている。

■指定電気通信設備に係る検証結果案（２３項目を検証）

■禁止行為規制等に係る検証結果案（６２項目を検証）

地域ＩＰ網、装置類（メディアコ
ンバータ等）等に対する指定の
要否

現在、情報通信審議会で「次世代ネットワークに係る接続ルー
ルの在り方」について審議中であり、その答申を踏まえ適切に
対処

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
に
対
し
て
要
請(

年
度
内
に
措
置
状
況
等
を
報
告
）
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市
場
支
配
力

ボトルネック

上記以外の
市場支配力

サービス規制

加入者回線シェア

指定電気通信設備制度の見直し

不可欠性

寡 占 性
市場シェア＋α※

市場支配力濫用のおそれのある
市場の画定※（垂直・水平）

市場支配力濫用のおそれのある
市場の画定※（垂直・水平）

必要に応じて部分市場の画定※（主
として市場の水平的公正競争に着目）

＋

（注）※印は、競争評価の活用が期待される部分を示す。

○ 隣接市場への市場支配力のレバレッジ

○ ドミナント事業者を起点とし、これと資本関係のあ
る事業者を含む共同的な市場支配力の
可能性

以下の概念を追加

行為規制

接続規制
（網開放義務）

行為規制

接続規制
（接続約款の届出）

０８年中を目途に制度見直しについて具体的結論。２０１０年度までに運用開始。
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□新競争促進プログラム２０１０

□モバイルビジネス活性化プラン

□通信プラットフォームの連携強化

□インターネット政策の検討

□消費者保護策の強化✔



45消費者保護策の強化

（目的）

ブロードバンド化やＩＰ化の進展やＩＰ化の進展による料金やサービスの多様化、マルチステーク
ホールダが関与するビジネスモデルの普及等が進展する中、急激な市場環境変化に対応した
消費者保護策の強化に向けた具体的施策を検討。

（検討項目例）

✔通信サービスに関する利用者保護のための基本的ルールの在り方

✔消費者保護を業務とする関係機関との連携を含めた苦情処理体制の拡充

✔料金比較手法に関する認定の仕組みの在り方

✔ＡＤＲを含む紛争処理機能の強化

（スケジュール）

０７年度中に新たな検討の場を設置し、０８年中を目途に一定の結論。
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